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⚠令和８年度労働保険年度更新                           

◆期間 

 令和８年度の期間は６月１日（月）～７月 10日（金）です。申告書は５月末頃に送付される予定で

すので、そろそろ準備にかかりましょう。既に、厚生労働省ホームページにはパンフレットや解説動

画などが掲載されています。 

  ※当事務所受託事業主様には別途ご案内いたします 

 

◆実務における注意点 

 パンフレットに掲載されているチェックポイントから、主なものをピックアップします。 

・通勤手当等の交通費（非課税分、現物支給の定期代等を含む）の算入漏れはありませんか？ 

・パート・アルバイトなど短時間労働者の賃金の算入漏れはありませんか？ 

・事業の代表者や法人の役員への役員報酬を誤算入していませんか？ 

・賃金総額について、1,000円未満は切り捨てられていますか？ 

・保険料・一般拠出金額について、１円未満は切り捨てられていますか？ 

・各労働者について、雇用保険の加入漏れはありませんか？ 

 

⚠令和８年７月から障害者の法定雇用率が引き上げられます         

◆具体的な内容 

令和８年７月から、民間企業における障害者の法定雇用率が現行の 2.5％から 2.7％へ引き上げられ

ます。障害者を雇用しなければならない対象事業主の範囲も、現行の常時雇用労働者数 40.0人以上

から 37.5人以上へと拡大されます。 

法定雇用率を満たすかは、毎年６月１日時点の障害者雇用状況報告をもとに確認されます。つまり、

令和８年６月１日時点の報告は現行の法定雇用率に基づき確認されますが、令和９年６月１日の報告

では引上げ後の法定雇用率に基づき確認されるため、新たに対象となる企業では、約１年後の報告を

見据えた対応が求められます。 

 

◆企業に対する支援策 



 

 

 

支援制度としては、高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）の障害者雇用納付金関係助成金が代表

的です。 

本助成金は、障害者の新規雇入れや雇用継続を行う上で施設・設備の整備等や適切な雇用管理を図る

ための特別な措置を行わなければ困難であると認められる場合に支給されます。 

 

要件や手続きなどの詳細はパンフレット「障害者雇用納付金関係助成金のごあんない」もしくは助成

金別の案内パンフレットをご覧ください。 

法改正への対応とあわせ、無理のないかたちで障害者雇用を進めるためにも、早めの情報収集と準備

を心掛けましょう。 

 

インターネット上で自社に対する誹謗中傷の書込みを見つけたら？      

◆違法・有害情報に関する相談は高止まり傾向 

 総務省がまとめたインターネット上の違法・有害情報に関する報告書によると、違法・有害情報相談

センターに寄せられた令和６年度の相談件数は 6,403件で、令和５年度の 6,463件に引き続き高止ま

り傾向にあります。 

 相談者の属性は「個人」85.2％、「個人事業主」8.2％、「企業・団体」5.7％と、個人の割合が圧倒的

に多くなっています。 

 

◆カスタマーハラスメント対策の観点から押さえておくべきこと 

 一方で、今年 10月から企業にはカスタマーハラスメント対策を講じることが義務とされます。 

厚生労働省の『カスタマーハラスメント対策企業マニュアル』では、「SNS／インターネット上での誹

謗中傷型」のハラスメント行為への対応例として、ホームページ等の運営者への削除請求や発信者情

報の開示請求を挙げていることから、自社が誹謗中傷の被害にあったりプライバシーを侵害するよう

な情報が掲載されたりした場合に備えて、方法を確認しておくとよいでしょう。 

 

◆法務省が手引きを公表 

 法務省が４月 15日に公表した『インターネット上の誹謗中傷書き込み削除依頼の手引き』には、

Googleや LINEヤフー、Instagramや Facebook などを運営する Metaといった主なプロバイダ、サー

バの管理・運営者ごとに、自ら削除依頼を行う場合の手順が掲載されています。「削除依頼フォー

ム」のどの項目をクリックするのか、どの選択項目にチェックを入れるのかなどが解説されており、

削除依頼のメールテンプレートも掲載されています。 

 

【参考】 

「インターネット上の誹謗中傷書き込み削除依頼の手引き」 

https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken88.html 

 

「治療と仕事の両立」が事業主の努力義務となっています          



 

 

 

労働施策総合推進法の改正により、2026年４月から治療と仕事の両立支援が事業主の努力義務となりま

した。「治療と就業の両立支援指針」では、両立支援を行うにあたっての留意事項や環境整備等がまと

められています。 

 

◆留意事項 

 指針で掲げる９つのうち、リーフレットでは次の３つを取り上げています。 

①労働者本人の申出 

申出が行われやすい環境の整備（ルールの作成・周知、研修による意識啓発、相談窓口の整備、情

報の取扱方法の明確化等） 

②労働者との十分な話合い、上司・同僚の理解 

労働者に対する措置等の検討にあたり、事業主が一方的に判断しないよう、必要な取組み 

・就業継続の希望や配慮の要望を聴取し、話合い等を通じて労働者本人の了解を得られるよう努める 

・安易に就業を禁止せず、主治医や産業医等の意見を勘案して、可能な限り配置転換、時短措置など

を講じて就業の機会を失わせないよう留意する 

・疾病や治療に対する誤解や偏見等が生じないよう、事業主、人事労務担当者、上司・同僚等におい

て必要な配慮を行う 

③個人情報の保護  

個人情報の保護も含めた事業場における治療と就業の両立支援のルールおよび体制の整備・明確化  

 

◆環境整備 

 指針では、次の５つを掲げています。 

①事業主による基本方針の表明等と労働者への周知 

②研修等による意識啓発 

③相談窓口等の明確化 

④治療と就業の両立支援に関する制度、体制等の整備 

⑤事業場内外の連携 

 

高年齢労働者やがん患者など、治療を続けながら働く人は増加しています。労働者の安心感や人材の

定着などに繋げるためにも、措置を講じるようにしましょう。 

 

早めの熱中症対策で酷暑日に備えましょう                 

気象庁は４月 17日、最高気温 40℃以上の日の名称を「酷暑日」に決定すると公表しました。 

近年、夏に 40℃を超える気温が観測されることが珍しくなくなりました。厚生労働省の「職場におけ

る熱中症防止のためのガイドライン」には、計画的に暑熱順化期間を設ける必要性が明記されてお

り、早くから対策を始めることが重要です。 

 

◆暑熱順化プログラム 

暑さが本格化する前に、計画的に暑熱順化期間を設けて徐々に熱に慣らし暑熱環境に適応させること



 

 

 

により、熱中症リスクを大きく軽減できます。 

暑熱順化の方法としては、７日以上かけて暑熱環境での身体的負荷を増やす、作業時間を調整して次

第に長くする、などが挙げられます。 

暑熱順化は休暇等のため熱へのばく露が中断すると喪失が始まるため、以下の場合は、作業従事者が

暑熱順化していないことに、特に留意する必要があります。 

①気温等が急に上昇した高温多湿作業場所で作業を行う場合 

②新規入職者などが新たに当該作業を行う場合 

③作業従事者が長期間、当該作業場所での作業から離れ、その後再び当該作業を行う場合 等 

 

 昨年より職場の熱中症対策が義務化され、今年はその対象がスポットワーカーなどにも拡大されまし

た。加えて、熱中症の重篤化による死亡災害の防止だけでなく、予防策により発生そのものを抑える

ことが、夏場の労働災害防止に繋がるとして、ガイドラインは策定されています。 

上記暑熱順化プログラムや、労働者の年齢・基礎疾患等を踏まえた作業時間の短縮など、社内ルール

から見直すことが肝心です。 

 

新入社員の働きやすい職場環境づくりのすすめ               

新入社員の業務開始から１カ月ほどが経つこの時期は、職場や仕事への理解が進む一方、不安や戸惑い

が見えやすくなる時期でもあります。新規学卒者の就職後３年以内離職状況をみると、令和４年３月卒

は大卒 33.8％、高卒 37.9％と、平成 30年３月卒の大卒 31.2％、高卒 36.9％より増加傾向にあり、若

手人材の定着は多くの企業に共通する課題です。 

 

◆小さな不安を見逃さないことが重要 

「質問しづらい」「周囲に迷惑をかけたくない」と感じ、業務内容、人間関係、仕事の進め方などの

悩みを抱え込んでしまうケースもありますが、小さな違和感をそのままにすると、意欲低下や早期離

職に繋がるおそれがあります。 

若年労働者の職場定着に関する調査ではありませんが、厚生労働省の調査報告書では「『働きがい』

『働きやすさ』は、従業員の意欲、定着及び会社の業績向上を高める傾向があることがうかがわれ

る」とされています。 

 

◆相談できる体制づくりを 

また、同報告書では「『働きがい』は…（中略）…『自己効力感』が充足されるような雇用管理がな

された場合に高まる傾向があり、『働きやすさ』は『自己効力感』に加え、『相談できる体制』や『福

利厚生』に関する雇用管理がなされた場合に高まる傾向がみられる」とされています。 

「困っていることはないか」「相談しやすい相手はいるか」等、短時間でも継続して対話の機会を設

け丁寧に確認することが、安心して働ける職場づくりに繋がります。今一度、自社の受入れ体制を見

直してみてはいかがでしょうか。 

 



 

 

 

日・ポーランド社会保障協定の署名が行われました             

4月 15日、｢社会保障に関する日本国とポーランド共和国との間の協定｣（日・ポーランド社会保障協

定）の署名が、両国首相立会いの下で行われました。 

 

◆社会保障協定の効果 

日本から一時的に海外派遣される企業駐在員等には、双方の国の年金制度への二重加入を義務づけら

れる一方、派遣先の国で負担した年金保険料が年金受給に繋がらないといった課題があります。社会

保障協定の締結は、こうした課題を解決するものです。 

日・ポーランド社会保障協定締結により、具体的には次の課題が解決されることになり、企業・駐在

員等の負担軽減に繋がるとともに、日・ポーランド間の経済交流の一層の促進が期待されます。 

 

○二重加入の防止 

派遣期間が５年以内の一時派遣被用者等は、原則として、派遣元国の年金制度にのみ加入する 

 

○年金加入期間を通算 

両国の年金制度への加入期間を通算することにより、年金受給のために必要とされる加入期間の要件

を満たしやすくする 

 

◆今後の手続き 

社会保障協定が発効するには、署名の後、閣議決定、国会の承認を経て、国内法の改正や省令の制

定、公布が行われる必要があります。さらに、国内手続が完了したことを確認した後、外交上の公文

（批准書や通告書）の交換から一定期間が経過した日が「発効日」として定められます。 

 

◆社会保障協定の締結状況 

既に米国、ドイツ、英国、韓国、ブラジル、インド、フィリピン、中国、オーストリア等の 24カ国

との間で協定を結び、発効済みとなっています。 

ポーランドは、日本が署名する 25番目の社会保障協定です。 

 

「社会保険適用拡大特設サイト」がリニューアルされました         

厚生労働省は４月１日、社会保険（厚生年金保険・健康保険）の適用拡大について情報提供を行う

「社会保険適用拡大特設サイト」をリニューアルしました。令和７年年金制度改正の内容を反映したも

ので、リニューアルしたサイトを活用し、制度への理解促進を一層図っていくとしています。 

 

◆スケジュール 

社会保険の適用拡大は段階的に設定されており、対象企業は従業員数に応じて次のように拡大してい

きます。 

51人以上：適用済み 



 

 

 

36～50人：令和９年 10月施行 

21～35人：令和 11年 10月施行 

11～20人：令和 14年 10月施行 

10人以下：令和 17年 10月施行 

また、従業員に関する要件は、令和８年 10月以降「所定内賃金が月額 8.8万円以上」という要件が

撤廃され、「週所定労働時間 20時間以上」で「学生でない」パート・アルバイト等の短時間労働者

は、加入対象となります。 

 

◆実務担当者および従業員向けの広報資料を刷新 

対象別のニーズに合わせたコンテンツが大幅に改修されました。 

・事業主・人事労務担当者向け 

社内準備を支援する「社会保険適用拡大ガイドブック」や「社会保険適用拡大のこんなとき！どう

する？手引き」、最新の周知用チラシなどが掲載されています。 

・従業員向け 

加入メリットを解説するチラシや「社会保険加入を考える３ステップ」、ＱＡ集が用意されていま

す。また、将来の年金額を試算できる「公的年金シミュレーター」も利用可能です。 

・社会保険適用拡大に関する解説動画 

制度の趣旨を迅速に理解できるよう、ショート動画や５分動画が新たに整備されました。 

 

６月の税務と労務の手続［提出先・納付先］                

１日 

○労働保険の年度更新手続の開始＜7月 10日まで＞［労働基準監督署］ 

10日 

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

30日 

○個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 1期分＞［郵便局または銀行］ 

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安

定所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○健康診断個人票［事業場］ 


